高知県立図書館・高知市民図書館

新図書館情報システム等基本設計委託業務仕様書
１　業務名

高知県立図書館・高知市民図書館　新図書館情報システム等基本設計委託業務
２　目的

高知県と高知市は、高知県立図書館（以下「県立図書館」という。）と高知市民図書館（以下「市民図書館」という。）本館を合築により整備し、一体的に運用する新しい図書館（以下「新図書館」という。）を平成27年度に開館することとしている。このため、県立図書館及び市民図書館（以下「両館」という。）の現行の図書館情報システム（以下「現行システム」という。）を統合し、高知県立図書館・高知市民図書館　新図書館情報システム（以下「新システム」という。）として新たに整備する。
新システムは、図書館利用者の利便性の向上やサービスの充実等を図るため、現行システムの機能に加え、ＩＣタグを活用したセルフ式貸出しや予約資料のセルフ式受取り等の新たな機能を導入するほか、両館の移動図書館、市民図書館の分館・分室を含めた図書館業務全般の円滑な運営に資するものとして整備することとしており、本業務では、新システムの構築に係る基本設計を行う。
さらに、新図書館は、新点字図書館とこども科学館（仮称）を併せた複合施設として整備することから、インターネット接続回線の共用のほか、複合施設全体のスケジュールや備品等の管理を総合的に行うための新図書館等複合施設ネットワーク基盤（以下「複合施設ネットワーク」という。）も併せて整備することとしており、本業務において、複合施設ネットワークの構築に係る基本設計も併せて行う。
３　履行期間

契約締結日から平成24年12月14日（金）まで

４　履行場所

次の場所とする。

　高知県教育委員会事務局新図書館整備課

（高知市丸ノ内二丁目４番１号　保健衛生総合庁舎）

　　
５　新システム及び複合施設ネットワークの内容等
（１）新システム

次の機能を想定しているが、基本設計において、利用者の利便性、業務効率化、コスト等の観点から各機能について精査し、導入可否の検討を行うこととする。
ア　現行システムで導入・運用しているもの

（ア）全26拠点（県立図書館、県立図書館移動図書館、市民図書館本館、市民図書館6分館、市民図書館15分室、市民図書館2移動図書館）でのサービス展開機能（ただし、現行システムでは、県立図書館と市民図書館は別システムとなっており、県立図書館は2拠点で、市民図書館は24拠点でそれぞれ運用している）
（イ）窓口サービス機能（貸出し、返却、予約、督促）

（ウ）利用者管理機能

（エ）蔵書・受入管理機能

（オ）蔵書検索機能 

（カ）Ｗｅｂサービス機能（利用状況照会、予約）

　　イ　新システムで新たに導入・運用する予定のもの
（ア）ＩＣタグへの対応（貸出し・返却の迅速化） 

（イ）蔵書検索機能の強化（検索補助機能の追加、関連資料の検索の簡便化等） 

（ウ）セルフ式貸出機・返却機への対応 

（エ）国立国会図書館等とのシステム間連携への対応（ＡＰＩへの対応） 

（オ）応答速度の高速化 

（カ）予約資料セルフ式受取棚（予約棚）への対応 
（キ）Ｗｅｂ予約の強化（市町村立図書館、学校等も利用可能にする）
（ク）電子媒体（デジタルアーカイブ、電子書籍等）への対応 

（ケ）館内でのインターネット接続環境の無料提供 

（コ）ポータブル端末によるフロアでのレファレンスサービスの展開 
（サ）ポータブル端末を活用した職員間連携機能
（シ）電話との連携（ナンバーディスプレイと利用者データベースとの連携、端末からの直接発信） 

（ス）相互貸借支援機能（横断検索からそのまま相互貸借申込みを可能にする） 

（セ）自動応答電話によるサービス（開館日時案内、貸出延長、利用状況確認） 

ウ　ア、イに掲げる機能のほか、利用者の利便性向上、業務効率化につながる機能についての受託者からの提案や高知県（以下「委託者」という。）からの要求に応じて、要件定義段階で検討を行うものとする。

（２）複合施設ネットワーク

ア　次のネットワークの構築を想定しているが、基本設計において、セキュリティ、業務効率化、コスト等の観点から各ネットワークについて精査し、構築可否の検討を行うこととする。
（ア）新図書館業務システムネットワーク（新システムネットワーク）
（イ）点字図書館業務システムネットワーク
（ウ）こども科学館（仮称）業務システムネットワーク
（エ）複合施設内公衆無線・有線ネットワーク

（オ）複合施設内業務委託業者用ネットワーク

（カ）高知県庁業務システムネットワーク

（キ）高知市役所業務システムネットワーク

（ク）インターネットへの接続ネットワーク

（ケ）複合施設共用グループウェアネットワーク

　※（イ）、（ウ）、（カ）、（キ）については、それぞれのネットワークを所管（予定を含む）する部署との調整作業を必要とする。

イ　アに掲げるネットワークのほかに、セキュリティの向上、業務効率化、コストの削減等につながるネットワークについて受託者から提案があれば、要件定義段階で検討を行うものとする。

６　本業務の範囲
　次の業務を行う。
なお、新図書館等複合施設整備基本計画を踏まえること。

（１）現行システムの調査及び新図書館等複合施設等基本設計の分析
新システム及び複合施設ネットワークの基本設計に必要となる両館の業務（全26拠点）に関する調査等を行い、次のア～ウに示す資料を作成すること。

ア　現行業務調査・分析
現行業務と現行システムとの関わりが明確になるよう、両館の全業務を調査・分析し、業務フロー図（原則、アクティビティ図として記載するものとする）を作成すること。
なお、個別業務のフロー図だけでなく、業務全体を概括できるフロー図も作成すること。
イ　現行システム調査（両館の項目を比較した形で一覧できるようにすること）
（ア）機能・帳票一覧

（イ）データ項目一覧

（ウ）稼働状況調査

現行システムの構成及び稼働率、ＣＰＵ・メモリの月別最大利用率及び平均利用率、ネットワークの全経路の月別最大帯域利用率及び平均帯域利用率並びに通信内容別割合、ストレージのデータ使用量、業務用端末・館内ＯＰＡＣ・Ｗｅｂ－ＯＰＡＣそれぞれの検索レスポンス等の稼働品質について調査すること。

ウ　新図書館等複合施設等基本設計の分析
情報システムの見地から新図書館等複合施設等基本設計を分析し、施設の設計に伴う情報システムの制約事項、課題、設計上の注意点等をまとめた報告書を作成すること。
（２）新図書館等複合施設における情報セキュリティポリシーの作成に係る支援

複合施設における情報セキュリティポリシーの作成支援（案の作成を含む）、及び運用ルールの改訂・自己点検・内部監査体制の整備に関する情報提供を行うこと。

なお、新システム及び複合施設ネットワークの基本設計は、作成した情報セキュリティポリシーを満たすものとする。

（３）基本設計書の作成

ア　新システムの要件定義
（ア）要件定義書の作成

　契約後、委託者が受託者に提示する機能要求（案）を参考に、両館職員にヒアリングを行って要求を取りまとめ、要件定義書を作成すること。
なお、要件定義書は、各要件について、（１）イの現行システム調査の結果と比較（新規要件、変更要件、現状同等要件、廃止要件）できる形式とすること。
（イ）新システム業務フロー図の作成

　　要件定義書の作成と並行して、委託者が新システムにおける業務手順を策定するにあたり、受託者は他館事例の提供、システム面からのアドバイスなどの支援を行うとともに、策定した業務手順と新システムとの関係が明確に分かるよう、新システム業務フロー図（原則、アクティビティ図として記載するものとする）を作成すること。

（ウ）要件定義書と新システム業務フロー図の連携

　要件定義書と新システム業務フロー図との間に漏れが生じないよう、各々の資料の該当箇所について、両資料中に明記すること。

イ　新システムの基本設計書の作成

　　次の内容を記載した基本設計書を作成すること。

（ア）現行システムの課題とその対応

現行システムの概要及び課題、新システムにおけるその対応について記載すること。
（イ）概要及び機能

全体構成の考え方、システム化する範囲・対象、性能要件を明確にするとともに、機能の概要と効果について記載すること。特に、新たな機能については、項目立てを行い、解説すること。

なお、現行システムと新システムの違いについては、図等を用いて分かりやすく説明すること。
（ウ）構成

構築に必要な汎用的な構成を記載すること。

ａ　ハードウェア構成（機器構成、機器仕様等）

ｂ　ソフトウェア構成

ｃ　ネットワーク構成（機器構成、機器仕様等）

（エ）運用・維持管理計画
運用に関する項目については、「情報システムに係る政府調達への ＳＬＡ導入ガイドライン」（ＩＰＡ、平成16年3月）や「公共 ＩＴ におけるアウトソーシングに関するガイドライン」（総務省、平成15年3月）、「システム基盤の非機能要求に関するグレード表」（ＩＰＡ、平成22年）で例示されている項目のうち、新システムで必要な項目について、機能ごとにサービスレベルを記載すること。その際に、他館事例（事例が存在しない場合は、自治体に導入されているシステムで機能が類似しているもの）も参考として記載すること。
なお、現行システムの運用に関する課題についても記載すること。

（オ）構築実施計画

次の内容について記載すること。

　　ａ　導入・稼働に必要な作業（詳細設計・構築の業務の作業項目、データ移行（対象となるデータベーステーブル及び項目を含む）、研修計画等）

　ｂ　ａの作業スケジュール
ｃ　構築作業における進捗管理・リスク管理の方針

（カ）付録

基本設計書の付録として、次のものを作成、添付すること。

ａ　機能・帳票一覧（（３）ア（ア）の要件定義書への対応が分かること）
ｂ　主要データ項目一覧
ｃ　新システム業務フロー図（（３）ア（イ）の新システム業務フロー図と同じもの）
ウ　複合施設ネットワークの基本設計書の作成

　次の内容を記載した複合施設ネットワークの基本設計書（以下「ネットワーク基本設計書」という。）を作成すること。
なお、（３）イの新システムの基本設計書に含まれる部分については、本項目の対象から除外するが、ネットワーク基本設計書に必要となる項目については記載すること。また、複合施設ネットワークの構築に必要な複合施設の弱電設備配管について、委託者が別途に委託する「新図書館等複合施設等実施設計委託業務」の受託者と協議し、調整すること。

（ア）概要及び機能
　　　　全体構成の考え方、ネットワーク化する範囲・対象を明確にするとともに、機能の概要と効果について記載すること。特に、新たな機能については、項目立てを行い、解説すること。

（イ）構成

構築に必要な汎用的な機器構成、機器仕様等を記載すること。

（ウ）運用・維持管理計画

運用に関する項目については、「情報システムに係る政府調達への ＳＬＡ導入ガイドライン」（ＩＰＡ、平成16年3月）や「公共 ＩＴ におけるアウトソーシングに関するガイドライン」（総務省、平成15年3月）、「システム基盤の非機能要求に関するグレード表」（ＩＰＡ、平成22年）で例示されている項目のうち、複合施設ネットワークで必要な項目について、ネットワークごとにサービスレベルを記載すること。

（エ）構築実施計画
次の内容について記載すること。

　ａ　詳細設計・構築・運用の業務の作業項目
ｂ　ａの作業スケジュール

（４）調達に資する仕様書（案）の作成

新システム（詳細設計・構築、ソフトウェア及びハードウェアの導入、データ移行及び運用テスト、研修、運用・保守等）及び複合施設ネットワーク（詳細設計・構築、機器の導入、研修、運用・保守等）の調達に先立ち、委託者が参考見積を依頼する際に使用する仕様書（案）の作成を行うこと。

なお、仕様書（案）の作成に当たっては、次の事項を考慮するものとする。

ア　詳細設計・構築等に係る作業内容についての調達仕様を作成すること。

イ　構築に際して必要となる設定作業も盛り込むこと。

ウ　構築にあたり実施しなければならない上記以外の作業内容についても、すべて盛り込むこと。

（５）発注方法の検討支援

委託者が詳細設計・構築等の業務の発注方法を検討する際に参考となる他自治体の事例（資料を含む）を提供すること。
（６）新システム及び複合施設ネットワーク導入後の提供サービスを示す資料の作成

新システム及び複合施設ネットワークの概要及び導入後の全体像を、図・写真等を用いて分かりやすく示した資料を作成すること。
（７）用語集の作成
本業務には、委託者と受託者に関係するさまざまな部署から多数の人員が参加することになるが、図書館業務やシステムに関する参加者の理解度がそれぞれ異なる。このため、受託者は説明が必要と思われる用語及び委託者から指示された用語を取りまとめ、索引、用語（配列順はＡＢＣ及びあいうえお順による）とその意味、改訂履歴等からなる「新図書館情報システム等基本設計　用語集」を作成し、委託業務期間中は、参加者間で常に最新版を共有できる状態にすること。

７　プロジェクト管理要件

（１）人員体制について

受託者は、本業務を統括する人員（プロジェクトマネージャ）１名を専任として配置すること。また、プロジェクトマネージャ１名を含め、下記のとおり各フェーズに応じた人月数を最低限確保すること。
なお、受託者は、各フェーズで同一人員が継続して本業務に関わるように配慮すること。
ア　第１回中間報告書作成フェーズ（約2ヶ月間）・・・4.5人月
イ　第２回中間報告書作成フェーズ（約2ヶ月間）・・・10.0人月
ウ　第３回中間報告書作成フェーズ（約2ヶ月間）・・・4.7人月
エ　最終報告書作成フェーズ（約1.5ヶ月間）・・・2.2人月
（２）進捗報告について
定期的又は随時に開催する打ち合わせにおいて、進捗の報告及び確認を行うこと。
（３）業務を統括する人員の資格要件について

プロジェクトマネージャ１名については、下記アからウのいずれかを保有していることに加え、プロジェクトマネジメント業務について、3年以上の経験を有すること。
ア　プロジェクトマネジメント協会（ＰＭＩ）のＰＭＰ（プロジェクトマネジメント・プロフェッショナル）
イ　特定非営利活動法人日本プロジェクトマネジメント協会（ＰＭＡＪ）のプロジェクトマネジメント・スペシャリスト（ＰＭＳ）
ウ　独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）のプロジェクトマネージャー（ＰＭ）
（４）プロジェクト管理工数について

プロジェクト管理に係る工数は、全体工数の10％程度と想定される。

８　打ち合わせ要件

（１）打ち合わせ

原則として、週１回の頻度（開催の日時及び方法は、受託者と協議して定める。）で実施する。
なお、その他必要に応じて、実施することとする。

（２）ヒアリング
現行システムの調査や新システム要件定義書の作成等のために、両館職員等にヒアリングを行う場合は、あらかじめ委託者と調整のうえ実施すること。
（３）基本設計に関する全体会議（進捗報告会）

高知県・高知市の関係職員及び受託者で構成する基本設計に関する全体会議（以下「全体会議」という。）を開催（委託期間中に４回程度予定）し、本業務の進捗報告を行うこと。
（４）ワーキンググループの運営支援

両館の職員等で構成するワーキンググループの会議（委託期間中に13回程度開催予定）において、本業務の内容説明等の運営支援を行うこと。
（５）議事録の作成

受託者は、本業務において打ち合わせ及びヒアリング、全体会議を行った場合は、速やかに議事録を作成し、受託者側の作業責任者の確認の上、委託者に電子メールでファイルを送付すること（Microsoft Office Word 2003のデータ形式とすること）。
10　成果品
（１）成果図書

次のものを提出すること。

ア　現行業務調査・分析報告（業務フロー図）
イ　現行システム調査報告（機能・帳票一覧、データ項目一覧、稼働状況調査）
ウ　新図書館等複合施設等基本設計の分析報告書

エ　新図書館等複合施設における情報セキュリティポリシー（案）
オ　新システム要件定義書

カ　新システム業務フロー図
キ　新システム基本設計書

ク　複合施設ネットワーク基本設計書
ケ　新システム及び複合施設ネットワーク仕様書（案）
コ　他自治体の発注方法に関する事例（資料を含む）
サ　新システム及び複合施設ネットワーク導入後の提供サービスを示す資料
シ　新図書館情報システム等基本設計　用語集
ス　議事録
セ　その他、本業務で作成した各種ドキュメント等

（２）提出期限
成果図書（「ス　議事録」を除く）は時期に応じて、第１回～第３回の中間報告書及び最終報告書として提出すること。
なお、「ス　議事録」については、打ち合わせ及びヒアリング、全体会議の実施後、作成したファイルを電子メールで送信（原則、５営業日（当日を含む）以内とする。）し、委託者の承認を得ること。また、「セ　その他、本業務で作成した各種ドキュメント等」については、別途取りまとめ、最終報告書の提出時に電子データ（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）で２部提出すること。

提出物は、印刷物（原則、Ａ４判縦長横書き両面印刷とする。）及び電子データ（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）とする。ファイル形式等は別途指示するが、原則として、委託者側の職員が通常業務に使用しているパソコンで処理できるものとする。
ア　第１回中間報告書

次のものの印刷物６部、電子データ６部を平成24年７月６日（金）までに提出すること。

（ア）現行業務調査・分析報告（業務フロー図）
（イ）現行システム調査報告（機能・帳票一覧、データ項目一覧、稼働状況調査）
（ウ）新図書館等複合施設等基本設計の分析報告書
（エ）新図書館情報システム等基本設計　用語集

イ　第２回中間報告書

次のものの印刷物６部、電子データ６部を平成24年８月31日（金）までに提出すること。

（ア）新図書館等複合施設における情報セキュリティポリシー（案）

（イ）新システム要件定義書

（ウ）新システム業務フロー図

（エ）新システム基本設計書（素案）（付録ｂを除く）
（オ）複合施設ネットワーク基本設計書（素案）
（カ）新システム及び複合施設ネットワーク仕様書（案）
（キ）新システム及び複合施設ネットワーク導入後の提供サービスを示す資料（素案）
ウ　第３回中間報告書

次のものの印刷物６部、電子データ６部を平成24年10月31日（水）までに提出すること。

（ア）新システム基本設計書（案）

（イ）複合施設ネットワーク基本設計書（案）
（ウ）他自治体の発注方法に関する事例（資料を含む）
（エ）新システム及び複合施設ネットワーク導入後の提供サービスを示す資料（案）

エ　最終報告書

次のものの印刷物12部、電子データ12部を平成24年12月14日（金）までに提出すること。

（ア）新システム基本設計書

（イ）複合施設ネットワーク基本設計書

（ウ）新システム及び複合施設ネットワーク導入後の提供サービスを示す資料

（３）成果図書の著作権の帰属

成果図書の著作権は、委託者に帰属するものとする。
なお、成果図書は公開することがある。

10　留意事項

本業務を実施する際には、次の点に留意すること。

（１）本業務の実施スケジュールを明記した業務実施計画書（様式は任意）を指定の期日までに提出すること。

なお、指定の期日については、入札の終了後に、受託者と協議して定める。

（２） 本業務の履行において、委託者の承認を得て業務の一部を再委託することができる。ただし、この場合、受託者の管理の下で業務を行わせること。
（３）新システム及び複合施設ネットワークの詳細設計・構築等の業務は、委託者が別途に発注することから、その際に特定の業者が優遇されることとならないよう、基本設計の内容は、汎用性の高いものとすること。

（４）委託者が別途に委託する「新図書館等複合施設等実施設計委託業務」及び「こども科学館展示実施設計委託業務」における打ち合わせ等に、必要に応じて参加すること。

（５）個人情報の取扱いについては厳重に行うこと。

（６）委託者が受信する電子メールには添付ファイルの容量制限があるため、委託者側の職員が通常業務に使用しているパソコンで利用可能なインターネット経由の通信手段（httpsなど）を用い、セキュリティが保たれた状態でデータのやりとりが可能な環境を提供できること。
（７） 受託者が本業務で必要となる事務用品等の調達や場所の確保に要する経費、交通費、通信費等については、受託者の負担とすること。

（８）関連システムの運用・保守を担当する業者との調整が必要な場合は、柔軟に対応すること。
（９）本業務によって作成された成果図書又はその仕様に関する保証事項、賠償関係・免責事項については、契約書にて規定するものであること。

（10）本仕様書に定めのない事項については、高知県教育委員会事務局新図書館整備課の指示するところによること。
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